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中山間地域等直接支払制度 中間年評価の結果

【第３期対策】

農村振興局
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※集落協定が締結されて
いる市町村について、交
付面積別に色分け。

○ 取り組んでいる市町村、集落の９割が制度の継続

を要望。

○ 平成２４年度は９９３市町村２７，８４９協定

（集落協定２７，３５２，個別協定４９７）で実施。

・ うち農業生産活動等が適切で、今後とも順調と見込

まれる協定

２７，０３３協定（９７％）

・ 農業生産活動等は行われているが、達成の度合い

が低い協定も８１６（３％）あり、今後、市町村による

必要な指導・助言を行い、達成を目指す。

○ 集落へのアンケート結果によると、本制度の効果を

評価する声が多数。

・ 耕作放棄の防止に効果があった ９６％

・ 集落・地域の活性化に効果があった ９４％

・ 集落の話合いが活発になった。 ６７％

９９３市町村で

２７，８４９協定を締結

６８万２千㏊をカバー

中間年評価結果のポイント
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Ⅰ 中山間地域等直接支払制度の概要

１



１ 中山間地域等直接支払制度の導入の背景

食料・農業・農村基本法（平成１１年法律１０６号）

（中山間地域等の振興）
第３５条第２項

国は、中山間地域等においては、適切な農業生産活動が継続的に
行われるよう農業の生産条件に関する不利を補正するための支援を
行うこと等により、多面的機能の確保を特に図るための施策を講ず
るものとする。

○ 中山間地域は、傾斜地が多く、平地に比べ農業生産条

件が不利であり、高齢化・過疎化の進行、担い手不足、

生活環境整備の遅れなども顕著であることから、耕作放

棄地の増加等による食料供給機能及び多面的機能の低下

が特に懸念。

○ 食料・農業・農村基本法に基づく施策の一つとして、

平成１２年度から中山間地域等直接支払制度を開始。

○ 中山間地域等が我が国農業・農村にとって重要な位置を占めている一方、高齢化の進行等により、その多面的機

能等の低下が特に懸念されることを踏まえ、平成11年に成立した食料・農業・農村基本法の規定を受けて、農業生

産活動が継続されるよう、農業の生産条件の不利を補正することにより多面的機能の確保を特に図るための施策と

して、平成１２年度から中山間地域等直接支払制度を開始。

２

＜食料・農業・農村基本法における基本理念＞

食料の安定供給の確保
多面的機能の適切かつ
十分な発揮

農村の振興

① 農村の総合的な振興
② 中山間地域等の振興
③ 都市と農村の交流

農業の持続的な発展

＜高齢化率の推移＞

＜耕作放棄地率の推移＞

資料：農林水産省「（世界）農林業センサス」（組替）
注：農業地域類型区分は、平成７年は平成７年９月改定のもの、平成12年は平成13年11月改

定のもの、平成17年及び平成22年は平成20年６月改定のものを使用。
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○ 本制度は、１ha以上の農用地で５年間以上農業生産活動等を継続することを約束した協定を、市町村と締結した集

落等の農業者に、県、市町村を通じて交付金を直接交付。

＜負担割合＞

国 1/2

都道府県1/4

市町村 1/4

※1 特定農山村法、山村振興法、過疎法、半島振興法、離島振興法、
沖縄振興法、奄美群島法、小笠原諸島法

※2 農業振興地域の整備に関する法律に基づく農用地区域内に存する
農用地（農振農用地）を対象

※3 条件不利性を有する対象地域・農用地の条件を知事が別途指定す
ることも可能。

２ 中山間地域等直接支払制度の概要 ①交付要件、交付の流れ等

国（地方農政局等）

都道府県

市町村

交付の流れ

① 協定作成

② 協定の認定

③ 活動の実施

④ 実施状況の確認

集落の現状把握、目標、役割分担等を地域で話し合い、
集落マスタープラン、活動内容、交付金の使用方法等を
定めた協定を作成。

作成した協定を市町村に提出し、
市町村長が認定。

協定に基づき、活動を実施。

協定に基づく活動等の実施状況を市町村が確認。

国費分

国費＋都道府県費

協定の策定と活動の流れ

【集落での話合い】

３

○ 過疎法等地域振興８法※1で指定された条件不利地域内の傾

斜農用地等※2,※3において、集落協定等に基づき５年以上継続

して農業生産活動等を行う農業者に対し交付。

交付要件

個人配分共同取組活動

集落協定

10m

0.5m

10m

2.7m

水田
（ 傾斜：1/20 ）

畑、草地、採草放牧地
（ 傾斜：15° ）

10m

0.1m

10m

1.4m

水田
（ 傾斜1/100 ）

畑、草地、採草放牧地
（ 傾斜：8° ）

①急傾斜地①急傾斜地

②緩傾斜地②緩傾斜地

対象農用地の例

個別協定

国費＋都道府県費＋市町村費

※ 集落協定とは、対象農用地において農業生産活動等を行う複数の農業者等が締結する協定。
個別協定とは、認定農業者等が農用地の所有権等を有する者との間における利用権の設定等

や農作業受委託契約に基づき締結する協定。



○ ５年間の活動予定として、農地の管理方法や役割分担、共同取組活動の内容等を集落協定に定めて実施。対象農
用地が耕作放棄された場合は交付金の遡及返還が求められるが、高齢や病気等やむを得ない事情で営農等が継続で
きなかった場合は返還免除。

○ 協定には、①耕作放棄の発生防止等農業生産活動等を継続するための活動や、②将来に向けての農業生産活動の
継続を目的とした体制整備のための前向きな取組を規定。

○ なお、交付金の使途に特に制限はない。

２ 中山間地域等直接支払制度の概要 ②集落協定の内容、交付単価等

名称 交付単価

①規模拡大加算 田：1,500円/10a 等

②土地利用調整加算 田・畑：500円/10a

③小規模・高齢化集落支援加算 田：4,500円/10a 等

④法人設立加算 田：1,000円/10a 等

⑤集落連携促進加算（平成25年度～） 2,000円/10a

主な交付単価

４

①農業生産活動等を継続するための活動

②体制整備のための前向きな取組

将来に向けて農業生産活動を継続するためのより前向きな取組を規定

例：機械・農作業の共同化、高付加価値型農業の実践、地場産農産物等の加工販売、
新規就農者の確保、担い手への農地集積、集団的かつ持続可能な体制整備

【集落共同の水路清掃】【周辺林地の管理】

【機械の共同化】 【棚田農業体験】 【地場産農産物の直売】

農業生産活動等を継続するための活動を規定

【景観作物の作付】【水路の簡易補修】

・農業生産活動等
例：耕作放棄の発生防止活動、水路・農道等の管理活動（泥上げ、草刈り等）

・多面的機能を増進する活動（選択実施）
例：周辺林地の管理、景観作物の作付、体験農園、魚類等の保護

地目 区分
交付単価
（円/10a）

田
急傾斜（1/20～） 21,000

緩傾斜（1/100～) 8,000

畑
急傾斜（15°～） 11,500

緩傾斜（8°～） 3,500

草地

急傾斜（15°～） 10,500

緩傾斜（8°～） 3,000

草地比率の高い草地（寒冷地） 1,500

採草放牧地
急傾斜（15°～） 1,000

緩傾斜（8°～） 300

○加算措置

※ 左記①のみの活動を行う場合は、上記単価の８割。
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第１期対策 第２期対策
H16 H17 H21H12

○中山間地域においても、自律的かつ継続的な
農業生産活動等の体制整備に向けた、より積
極的な取組等の推進が必要

＜農政改革の基本方向（H16）＞
（「守り」から「攻め」の農政へ）
・担い手を対象とした構造改革の加速化
・担い手への施策の集中化・重点化
・農地の利用集積の促進 等

第３期対策
H22 H26H23

○農村地域は他の地域に比べ高齢化が20年早
く進行し、将来において農業生産活動が困
難と考える高齢農家の多くが協定から離脱
していくことが懸念

※１ 協定役員の平均年齢
H14：54.8歳 H19：59.5歳

※２ 高齢化率（H22）
中山間地域 31.1% 全国平均 23.0%

３ 中山間地域等直接支払制度のこれまでの経緯

○中山間地域以外の条件不利地域（離島の平
地等）についても、適切に支援する必要

○東日本大震災により津波被害を受けた地域
において、生産条件の不利が生じる懸念

○多面的機能を確保する上で中山間地域の保
全の重要性が認識される中、対象農用地の
約２割の農地が、まだ本制度に取り組んで
いない状況

※（H24）対象農用地面積 83.1万ha
交付面積 68.2万ha
交付面積率 82.1%

第３期対策中に生じた課題

第３期対策に向けた主な課題第２期対策に向けた主な課題

５

交付面積の推移

（万ha）

制度の基本スキームは維持した上で、担

い手の育成など、より前向きな取組を図

るための制度を導入

高齢化の進行を踏まえ、高齢農家も安心

して参加できる仕組みを導入するととも

に、離島の平地や東日本大震災の被災地

等の支援を充実

中山間地域における平場との農業生産条

件の格差を補正する施策として、平成12

年度から実施

○ 本制度は、食料・農業・農村基本法第３５条第２項の規定を受けて平成１２年度に創設。創設以降５年ごとに、実施
状況を評価し制度の内容を見直しながら実施。

H24



将来に向けて農業生産活動を継続する
前向きな取組を促す仕組みを導入
（17年度予算）

高齢化等に配慮した、より取り組みや
すい制度へと見直し
（22年度予算）

① 機械の共同利用、高付加価値型農業、６次産業化等、将来に向けて農業生産
活動を継続する前向きな取組を協定に取り入れた場合は、第１期対策と同水準
の交付単価（通常単価）を交付。（それ以外の場合は、通常単価の８割。）

② 集落が担い手に農地を集積する場合や、耕作放棄を復旧する場合、法人を設
立する場合に、交付額を増額する新たな加算措置を導入。

見直しのポイント 見直しの概要

４ 中山間地域等直接支払制度のこれまでの見直しの内容

第
１
期→

第
２
期

第
２
期→

第
３
期

① 高齢農家等が耕作等を継続することが困難となった農地が生じた場合に、そ
の農地の耕作等を集落ぐるみで助け合う仕組みの取り決めを行った集落には、
交付単価を嵩上げて、通常単価を交付。

② 小規模・高齢化集落の農用地の保全を他の集落がサポートする場合、交付額
を増額する加算措置を導入。

③ 「１ha以上の一団の農用地要件」を緩和（小規模な団地や飛び地を含め１ ha
以上あれば良い）。

第
３
期

傾斜地等以外の条件不利地を傾斜地
等と同等の支援となるよう見直し
（23年度予算）

○ 条件不利性を有する離島の平地等については、傾斜地等と同等の支援を行
えるよう知事特認制度を充実。

東日本大震災により生産条件が不利と
なった農用地の復興支援（24年度予算）

○ 津波被害により生産条件が不利となった地域が平場であっても、交付金の
対象とできるよう制度を充実。

既に本制度に取り組んでいる集落を軸
にした中山間地域の農地保全活動の輪
の拡大（25年度予算）

○ 本制度に既に取り組んでいる集落が、まだ取り組んでいない集落等と連携
して、集落に新たな人材を呼び込む活動等を行う場合には、その所要の経費を
支援する新たな加算措置を導入。

拡充に伴うH23からの増加面積：約９千ha（６県20市町村）

加算単価：2,000円/10a（上限100万円）

H24実績：全協定の６割で選択

H24実績：約400協定、約３千ha

６



５ 平成25年度予算の概要

集落協定が締結できない理由

集落協定が締結出来ていない
農地が所在する800市町村の担
当者へのアンケート結果

高齢化に

よる担い

手不足

35%

話合いが

まとまらな

い 24%

リーダー

不在

11%

その他

30%

７

中山間地域等直接支払交付金
【２８，４６３（２５，９１７）百万円】

＜背景／課題＞

・平成23年度においては、約68万ha（対象農用地の約８割）の農用地で本制度に

取り組んでいるが、中山間地域等の農業・農村の多面的機能を維持し、耕作放棄

や集落機能の低下を防止するには、更に多くの集落等が本制度を活用し、継続的

な農業生産活動に取り組んでいただくことが重要。

○ 平成２５年度予算においては、本制度に対する地域のニーズに十分対応できるよう、予算額を拡充（約２８５億円、
約２６億円の増）。さらに、より多くの集落に本制度に取り組んでもらうため、本制度に取り組んでいる集落が、まだ
取り組んでいない集落等と連携し、地域を担う人材を呼び込む活動等を行う場合に、交付額を増額する新たな加算措
置を創設。

＜主な内容＞

１．中山間地域等直接支払交付金 ２８，０９０（２５，５５４）百万円

中山間地域等において、地目や傾斜等の条件に応じた単価の交付金を、協

定に基づき農業生産活動を継続して行う農業者等に農用地面積に応じて交

付。また、本制度の実施集落が、未実施集落等と連携して当該地域の活性

化を担う人材の確保等に向けた取組を行う場合に、交付額を加算。

補助率：定額（田（急傾斜）：21,000円/10a、畑（急傾斜）：11,500円/10a等）
事業実施主体：地方公共団体

２．中山間地域等直接支払推進交付金 ３７３（３７３）百万円
都道府県及び市町村が行う直接支払いの適正かつ円滑な実施を確保。

補助率：定額
事業実施主体：地方公共団体

○加算要件
・集落間の連携による集落協定の締結
・当該地域の活性化を担う人材の受入活動・体制整備
・農家戸数おおむね50戸以上（ただし、市町村特認により緩和）

○加算単価
2,000円/10a（国費1,000円/10a）
上限100万円

○交付期間
１年間

○加算対象農用地
協定変更後の全協定農用地面積

集落連携促進加算

中山間直払
実施集落

中山間直払
未実施集落

【連携の働き掛け】

集落連携による
取組を支援



Ⅱ 中間年評価の目的と方法

８



１ 中間年評価の目的と意義

② 農業生産活動として取り組む「耕作放棄の防止等の活動」、「水路・農道

等の管理活動」、「多面的機能を増進する活動」について、

・ ２４年度までに活動を実施したかどうか

・ ２６年度までの実施が見込まれるかどうか

を評価し、活動が進んでいない場合には指導・助言を実施。

③ 各種の加算措置について

・ ２４年度までに通知基準(注)の５割以上を達成したかどうか

・ ２６年度までに通知基準(注)の達成が見込まれるかどうか

を評価し、達成に遅れが生じている場合は、指導・助言を実施。

集落、市町村、都道府県の各段階における評価結果

を踏まえ、本制度の効果、課題等を明らかにし、第三

者機関における検討を経て公表

集落、市町村、都道府県の各段階における評価結果

を踏まえ、本制度の効果、課題等を明らかにし、第三

者機関における検討を経て公表

③ 農業生産活動等の体制整備として取り組む「農用地保全マップの作成」、

Ａ要件、Ｂ要件及びＣ要件に類する活動について、

・ ２４年度までに通知基準(注)の５割以上を達成したかどうか

・ ２６年度までに通知基準(注)の達成が見込まれるかどうか

を評価し、達成に遅れが生じている場合は、指導・助言を実施。

評価の手順

国による評価

① 集落マスタープランで定めた将来像を実現するための方策について

・ ２４年度までに活動を実施したかどうか

・ ２６年度までの実施が見込まれるかどうか

を評価し、取組に遅れが生じている場合は、指導・助言を実施。

評価すべき項目

集落による自己評価

市町村による評価

都道府県による評価

○ 中山間地域等直接支払制度においては、集落協定等に定められた活動の適切な実施、その効果発現のため、中間
年評価、最終年評価を実施。中間年評価は、集落協定等に定められた取組が不十分な集落等に対して、改善に向けた
適切な指導・助言を行うため、第２期対策から導入された仕組み。

○ 第３期対策においても、集落協定等に定められた農業生産活動等の実施状況等を評価することにより、本制度の
効果、課題等を明らかにし、第三者機関における検討を経て公表。

９
(注) 通知基準とは、活動毎に運用通知で定められた達成目標の基準。



２ 中間年評価の基準

集落協定等の評価結果を補完するものとして、協定参加者の年齢

構成等、集落協定の詳細のほか、本制度が「耕作放棄の防止」等に

効果があったかなどを把握。

〈集落、市町村が実施〉

①「◎：優良」（高い達成が見込める）

②「○：適当」（今のままで達成が見込める）

③「△：要指導・助言」（指導・助言により改善が見込まれる）

④「×：返還等」（指導・助言しても改善が見込まれない）

〈市町村が実施〉

①「優」（◎又は○が６以上かつ×がない）

②「良」（◎又は○が４以上かつ必須事項に×がない）

③「可」（×が必須事項にない）

④「不可」（×が必須事項にある）

② 集 落 、 市 町 村 に お け る ア ン ケ ー ト 調 査

① 集 落 に よ る 自 己 評 価 、 市 町 村 に よ る 評 価

①及び②の結果を踏まえ、課題のある市町村を明らか
にし、指導・助言を強化

都道府県下における本制度の効果と課題を明確化し、
第三者機関の検討を経て国へ提出

①、②及び③の結果を踏まえ、本制度の効果と課題を
明確化し、第三者機関の検討を経て公表
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○ 集落協定等に定められた活動が適切に行われ、平成２６年度に向けても、その活動が維持され、効果の発現が見込
まれるかを集落段階、市町村段階、都道府県段階で評価し、その結果を基に国が総合的に評価。

○ 本制度が地域に与えた様々な効果や課題を把握するため、評価結果を補完するものとして、集落段階・市町村段
階でアンケート調査を実施。

○ 集 落 協 定 等 に 定 め ら れ た 活 動 項 目 毎 の 評 価

○ 協 定 毎 の 総 合 評 価

③ 都 道 府 県 に よ る 評 価

④ 国 に よ る 評 価



３ 協定毎の評価のイメージ

取組事項 主な取組内容 評価

必
須
事
項

集落マスター
プラン

○ おおむね５年後の協定が目指す農業生産活動等の体制整備
に向けた具体的な活動計画

◎

農業生産活動
等として取り組
むべき事項

○ 耕作放棄の防止等の活動

・ 耕作放棄地の復旧、鳥獣害防止等
○

○ 水路・農道等の管理活動

・ 水路延長、道路延長等
◎

○ 多面的機能を増進する活動

・ 下草刈り、棚田オーナー、市民農園、グリーン・ツーリズム、
景観作物の栽培等

○

選
択
事
項

農業生産活動
等の継続に向
けた取組

○ 保全マップの作成

・ 水路・道路の補修、鳥獣害防止、耕作放棄地の復旧等
◎

○ Ａ要件

・ 機械・農作業の共同化、地場産農産物等の加工・販売、新規
就農者の確保、認定農業者の育成、担い手への農地集積等

○

○ Ｂ要件

・ 集落営農の育成、担い手への農地利用集積等

○ Ｃ要件

・ 集団的かつ持続可能な体制整備

加算措置
○ 規模拡大 ○ 土地利用調整

○ 小規模・高齢化集落支援 ○ 法人設立
△

不
可

優

良

可
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◎又は○が６以上

かつ×がない

◎又は○が４以上

かつ必須事項に

×がない

×が必須事項に

ない

×が必須事項に

ある

○ 集 落 協 定 等 に 定 め ら れ た 活 動 項 目 毎 の 評 価 ○ 協 定 毎 の 総 合 評 価

(注) 中間年評価において分類・集計・分析したデータ（平成24年12月末時点）と「平成24年度実施状況」のデータ（平成25年３月末
時点）は、取りまとめ時点が異なるため合致しない場合がある。



Ⅲ 中間年評価の結果
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（１） 協定毎の総合評価結果

○ 市町村が実施した協定毎の総合評価結果

(注) 総合評価とは、活動項目毎の評価結果（◎、○等）の合計数等に応じて
各協定を、「優」、「良」、「可」及び「不可」で評価。

(参考） 総合評価別にみた協定の概要

○ 全協定２７，３５２のうち、「優」、「良」と評価されたのは、２６，８０９協定で、全体の９８％を占め、集落協定に定
められた取組はおおむね順調に取り組まれていると考えられる。

○ 前回（第２期対策）の中間年評価結果と比べると、 「優」、「良」と評価された協定の割合はおおむね変わらない
ものの、「優」と評価された協定数が大きく増加した。

○ 「優」と評価された協定は１７，１２６で、全体の６割を占め、交付面積で見ても、全体の８割を占めている。また、
評価が高い協定ほど、交付面積も大きい状況にある。

○ 一方、達成の度合いが低く、「可」と評価された協定が５４３協定（２％）ある。

１ 市町村、集落における評価結果
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（参考）第２期対策（H19）

（参考）第２期対策（H19）

優
10,756 
38.1%

良
16,044 
56.8%

可
1,451 
5.1%

不可,  4 , 
0.01%

優

475,601 
72.1%

良
172,071 
26.1%

可

12,329 
1.9%

不可,  6 , 
0.001%

優

17,126 

62.6%

良

9,683 

35.4%

可,  543 , 

2.0%

不可,  - , 0%

総合評価の割合（協定数）

優

571,564 

84.4%

良

100,035 

14.8%

可,  5,455 , 

0.8%

不可,  - , 0%

総合評価の割合（交付面積(ha)）

参加者１
人当たり

参加者数
（人）

交付面積
（ha）

交付金額
(万円)

交付金額
(万円)

優 25 33 251 9.9

良 17 10 101 5.8

可 21 10 126 6.0

不可 0 0 0 0

全体 22 25 195 8.7

１協定当たり



（単位：協定数）【市町村が実施した取り組むべき活動項目毎の評価の内訳】

(注１) 活動項目毎の評価は、上記の取組毎に「◎：優良」（高い達成が見込める）、「○：適当」（達成が見込める）、「△：要指導・助言」（改善が見込ま
れる）、「×：返還等」（改善が見込まれない）の４区分で評価。

(注２) 「×：返還等」となった活動については、加算措置等において支給停止等が措置された協定はあるものの、必須事項の取組ができず、支給停止等となった
協定はない。

○ 集落協定に定められた各活動とも、おおむね９割以上が「◎：優良」、「○：適当」と評価され、特に、「水路・
農道等の管理活動」、「耕作放棄の防止等の活動」については、それぞれ１１％、８％が「◎：優良」と高い評価と
なっている。

○ 一方、達成の度合いが低く、指導･助言が必要な取組がある協定も２，１３６あり、今後、話合いの充実、共同作業の
効率化等、市町村による必要な指導･助言を行っていくこととしている。

○ 選択事項としては、第３期対策から新たに措置した「Ｃ要件」の実施数が多い。
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（２） 集落協定に定められた活動項目毎の評価

計

(  6%) ( 92%) (  2%) (  0%)

1,666 25,214 472 0 27,352

(  8%) ( 90%) (  2%) (  0%)

2,102 24,663 587 0 27,352

( 11%) ( 88%) (  1%) (  0%)

3,024 24,182 146 0 27,352

(  7%) ( 91%) (  2%) (  0%)

1,914 24,781 657 0 27,352

(  7%) ( 91%) (  3%) (  0%)

1,234 16,837 477 0 18,548

(  6%) ( 82%) ( 11%) (  0%)

309 3,946 530 9 4,794

( 13%) ( 75%) ( 10%) (  1%)

82 461 64 4 611

( 99%) (  1%) (  0%)

16,210 165 1 16,376

( 99%) (  0%) (  0%)

232 1 1 234

( 88%) (  8%) (  4%)

42 4 2 48

( 92%) (  6%) (  2%)

81 5 2 88

3,782 26,948 2,136 14

水路・農道等の管理活動

多面的機能を増進する活動

農用地等保全マップの作成

Ａ要件

Ｂ要件

耕作放棄の防止等の活動

活動項目毎の評価結果

◎：優良
(高い達成が見込まれる)

○：適当
(達成が見込まれる)

△：要指導・助言
(改善が見込まれる)

×：返還等
(改善が見込まれない)

加算措置の進捗状況

農業生産活動等の体制
整備として取り組むべ
き事項の進捗状況

C要件

規模拡大

土地利用調整

法人設立

合計（重複除く）

①

選
択
事
項

③

④

必
須
事
項

集落マスタープラン

農業生産活動等として
取り組むべき事項等の
実施状況

②

取り組むべき事項 取組

概ね５年間の具体的な活動計画



【Ａ、Ｂ、Ｃ要件の内容】

項目 取組内容

Ａ要件
（次のうち２つ以上を選択）

協定農用地の拡大、機械・農作業の共同化、高付加価値型農業の実践、地場産農作物等の加工・販売、
農業生産条件の強化、新規就農者の確保、認定農業者の育成、多様な担い手の確保、担い手への農地
集積、担い手への農作業の委託

Ｂ要件
（次のうち１つ以上を選択）

集落を基礎とした営農組織の育成、担い手集積化

Ｃ要件
農業生産活動の継続が困難となった場合に備えて、あらかじめ誰がどのように管理するのかを集落協定に位
置付けておくこと
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【指導・助言を要する協定の現状と指導・助言の具体的な内容】

〔指導・助言を要する協定の現状〕 〔指導・助言の具体的な内容〕

○ 集落内の話合いの充実
集落内の話合いを進めるについて、他市町村か

ら集落営農のリーダーを呼んで話をしてもらう
など、農業者が集落営農への取組に理解を示し
てもらえる取組を指導。

○ 成功事例の紹介
加工品開発のヒントとなるような事例を、県等

を通じて収集し、加工品開発に取り組む集落へ
紹介。

○ 集落を基礎とした営農組織の育成
集落内の農業者による新たな組織づくりを進め

ているが、組織化のための合意形成が進んでい
ない。

○ 地場産農作物の加工・販売
農家の所得向上のため、地場産品を使った新た

な加工品の開発を検討しているが、検討が進ん
でいない。

Ａ、Ｂ、Ｃ要件は、農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項の選択的必須要件（通常単価を適用する要件）であり、協定
農用地において、農用地等保全体制の整備、地域の実情に即した農業生産活動等の継続に向けた活動を行うこと。



【参考】

(ｲ) 協定の規模と協定毎の評価について

評価が高い協定ほど、協定面積が大きいほか、協定参加者数及
びそのうちの非農業者の参加者数も多い傾向にある。

(ｱ) 協定締結による状況変化と協定毎の評価について

集落アンケートによると、協定を締結したことにより、「農業
所得が増えた」、「女性・高齢者の活動が活発になった」、「寄
り合いの回数が増えた」等の声があり、評価が高い協定ほどその
傾向が高い。

(ｳ) 耕作放棄の防止効果と協定の評価について

集落アンケートによると、耕作放棄の防止効果について、評価
が高い協定ほど、「非常に効果がある」あるいは「一定の効果が
ある」と回答した割合が高い。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

8～10

7

6

5

4

3

0～2

（◎＆○の数）

協定締結前からの変化（集落アンケート）

①農業者の意欲が向上した ②農業所得が増えた ③後継者ができた

④集落の人口が増えた ⑤女性の活動が活発になった ⑥高齢者の活動が活発になった

⑦子どもの活動が活発になった ⑧祭り等の地域活動が活発になった ⑨寄り合いの回数が増えた

⑩変わらない ⑪その他

優

可・

不可

良

0

10

20

30

8～10 7 6 5 4 3 0～2

ｈａ
平均協定面積（都府県）

優 可・不可良

(評価)
0

10

20

30

40

8～10 7 6 5 4 3 0～2

人 平均協定参加者数

優 可・不可良

(評価)

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

8～10 7 6 5 4 3 0～2

人
非農業者の平均人数

優 可・不可良

(評価)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8～10

7

6

5

4

3

0～2

耕作放棄の防止効果と成績（集落アンケート）

①非常に効果あり ②一定の効果あり ③あまり効果なし ④全く効果なし

(◎＆○の数)

優

可・

不可

良

（注）水路、農道等の管理活動や景観作物の作
付けなど、集落協定の活動には参加するも
のの、それ以外は農業に従事しない者。



○ 集落マスタープランは、集落の実情を踏まえ、１０年～１５年後の集落の将来像を明確化し、それを実現するために、協定締結期間
（５年間)に実施する活動内容とその達成すべき目標を定めたもの。

○ 評価結果によると、ほとんど全ての地区で、平成２６年度に向けても順調な達成が期待される状況であるが、達成の度合いが低く、
指導･助言が必要な取組がある協定も一部にあり、今後、話合いの充実、共同作業の効率化等、市町村による必要な指導･助言を行っ
ていくこととしている。

○ 集落マスタープランに位置付けられている内容をみると、集落の目指すべき将来像としては「地域の実情に即した持続的な農業生
産活動等の体制整備」が５２％で最も多く、将来像を実現するための活動方策でも「共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整備」
が６９％と最も多くなっている。

① 集落マスタープランに定めた取り組むべき事項の達成状況

（単位：協定数）

【集落マスタープランに位置づけられている内容】

（３） 取り組むべき事項別の評価結果
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【市町村が実施した取り組むべき事項の評価】

[前期] [前期] [前期

(98.3%)
[95.8%]

(1.7%)
[4.2%]

(0.0%)
[0.01%]

27,352 26,880 472 0

項目

①集落マスタープラン
　概ね５年間の具体的な活動計画

取組協定数

内訳

◎：優良(高い達成が見込まれる) 及び
○：適当(達成が見込まれる)

△：要指導・助言
(改善が見込まれる)

×：返還等
(改善が見込まれない)

集落協定
総数

①集積対象

者を核とし

た農業生産

活動等の体

制整備

②集落ぐる

みの農業生

産活動等の

体制整備

③地域の実

情に即した

持続的な農

業生産活動

等の体制整

備

④その他

協定数    27,352     4,820    11,421    14,191     4,703

(割合) (100.0%) (17.6%) (41.8%) (51.9%) (17.2%)

集落の目指すべき将来像

集落協定
総数

①協定農用
地の拡大

②機械・農

作業の共同
化等営農組

織の育成

③高付加価
値型農業

④地場産農

産物等の加
工・販売

⑤農業生産
条件の強化

⑥新規就農
者の確保

⑦認定農業
者の育成

⑧多様な担
い手の確保

⑨担い手へ
の農地集積

⑩担い手へ

の農作業の
委託

⑪共同で支
え合う集団

的かつ持続
可能な体制

整備

⑫その他

協定数  27,352   2,425   5,654   1,560   1,021   2,774   1,421   2,017     839   1,613   2,465  18,995   5,200

(割合) (100.0%) (8.9%) (20.7%) (5.7%) (3.7%) (10.1%) (5.2%) (7.4%) (3.1%) (5.9%) (9.0%) (69.4%) (19.0%)

将来像を実現するための活動方策 2,425 

5,654 

1,560 

1,021 

2,774 

1,421 

2,017 

839 

1,613 

2,465 

5,200 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

集落協定数 （図）集落マスタープランにおいて位置づけられている活動方策
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○ 農業生産活動等として取り組むべき事項等とは、適切な農業生産活動等に加えて、「耕作放棄の防止等の活動」（必須）、「水
路・農道等の管理活動」（必須）、「多面的機能を増進する活動」（選択的必須）を行うもの。

○ 評価結果によると、ほとんど全ての地区で、平成２６年度に向けても順調な達成が期待される状況であるが、達成の度合いが低く、
指導･助言が必要な取組がある協定も一部にあり、今後、話合いの充実、共同作業の効率化等、市町村による必要な指導･助言を行って
いくこととしている。

○ 市町村及び集落へのアンケートにおいても、本制度が耕作放棄の発生防止に効果があったという意見が多かった。

② 農業生産活動等として取り組むべき事項等の実施状況

【市町村が実施した取り組むべき事項の評価】 （単位：協定数）

〔活動項目の内容〕

具体的に取り組む行為

耕作放棄の防止等の活動
適正な農業生産活動を通じた耕作放棄の防止、耕作放棄地の復旧や畜産的利用、高齢農家・離農者の農用地の賃借権設
定、法面保護・改修、林地化等

水路、農道等の管理活動 適切な施設の管理・補修(泥上げ、草刈り等)

国土保全機能を高める取組 土壌流亡に配慮した営農の実施、農用地と一体となった周辺林地の管理等

保健休養機能を高める取組 景観作物の作付け、市民農園・体験農園の設置、棚田のオーナー制度、グリーン・ツーリズム

自然生態系の保全に資する取組 魚類・昆虫類の保護(ビオトープの確保)、鳥類の餌場の確保、粗放的畜産、環境の保全に資する活動

（必須事項）
農業生産活動等

(選択的必須事項)
多面的機能を増進する活動

分類
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（市町村アンケート） （集落アンケート）

耕作放棄の発生防止にかかる本制度の効果についてのアンケート結果

[前期] [前期] [前期]

(97.9%) [96.9%] (2.1%) [3.1%] (0.0%) [0.01%]

27,352 26,765 587 0

(99.5%) [99.4%] (0.5%) [0.6%] (0.0%) [0.01%]

27,352 27,206 146 0

(97.6%) [96.4%] (2.4%) [3.6%] (0.0%) [0.01%]

27,352 26,695 657 0

②農業生産活
動等として取
り組むべき事
項等の実施状
況

耕作放棄の防止等の活
動

水路・農道等の管理活
動

多面的機能を増進する
活動

項目

必須

選択
必須

内訳

◎：優良(高い達成が見込まれる) 及び
○：適当(達成が見込まれる)

△：要指導・助言
(改善が見込まれる)

×：返還等
(改善が見込まれない)

取組協定数

非常に効果あり

51.7%一定の効果あり

47.3%

あまり効果なし

1.0%

全く効果なし

0.0%

①非常に効果あり

43.8%
②一定の効果あり

52.2%

③あまり効果なし

3.6%

④全く効果なし

0.3%



【参考】

(ｱ) 集落・地域の活性化にかかる本制度の効果

市町村アンケートによると、本制度が集落・地域の活性化に「効
果がある」と評価している回答が９９％である。集落アンケートで
も、９４％が「効果がある」と回答している。

多面的機能の発揮にかかる本制度の効果について

(ｳ) 協定締結による共同作業等の話合いなどの状況変化
集落アンケートによると、機械等の共同利用、作業受委託等の

農業に関する取り決め事項の話合いについて、「協定締結前から
活発に行われている」及び「協定締結を契機に活発に行われるよ
うになった」と回答したのは全２７，３５２協定のうち７割。また、
「話合い回数が協定締結前から増えた」と回答した協定も８割。
話合い活動の活発化は、共同作業等の活発化につながり、こう

した活動を通じて耕作放棄の防止が図られたものと思料される。

（集落アンケート）

共同作業等の話合いの変化
（集落アンケート）

話合いの回数の変化
（集落アンケート）
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(ｲ) 多面的機能の発揮にかかる本制度の効果

市町村アンケートによると、本制度が多面的機能の維持・発揮
に「効果がある」と評価している回答が９６％である。集落アン
ケートでも、８６％が「効果がある」と回答している。

（市町村アンケート）

（市町村アンケート）

地域等の活性化にかかる本制度の効果について

（集落アンケート）

非常に効果あり

42.3%一定の効果あり

56.3%

あまり効果なし

1.4%

①非常に効果あり

27.8%

②一定の効果あり

66.4%

③あまり効果なし

5.5%

④全く効果なし

0.3%

非常に効果あり

33.2%一定の効果あり

62.8%

あまり効果ない

4.0%

全く効果ない

0.0%

①非常に効果あり

25.1%

②一定の効果あり

61.2%

③あまり効果なし

6.3%

④全く効果なし

0.4%

⑤わからない

7.0%

①協定締結前か

ら活発に行われ

ている

7.1%
②協定締結前か

ら行っていたが、

協定締結を契機

に活発に行われ

るようになった

26.6%③協定締結前は

あまり行われて

いなかったが、協

定締結を契機に

活発に行われる

ようになった

40.3%

④協定締結前か

らあまり行われて

いない

26.0%

①１０回以上増えた

1.7%

②７～９回増えた

2.1%

③４～６回増えた

19.0%

④１～３回増えた

58.5%

⑤変わらない

18.6%

⑥減った

0.2%



○ 農業生産活動等の体制整備とは、農業生産活動を継続するため、「農用地等保全マップの作成」のほか、「Ａ要件」（選択的必
須）、「Ｂ要件」（選択的必須）、「Ｃ要件」（選択的必須）として、協定農用地の拡大、集落を基礎とした営農組織の育成等を行う
もの。

○ 評価結果によると、ほとんど全ての地区で、平成２６年度に向けても順調な達成が期待される状況であり、その実施数では、必須要
件である「農用地等保全マップの作成」に次いで、Ｃ要件の実施数が多い状況である。

○ 集落が選択する具体的な活動についてみると、Ｃ要件に該当する活動のほかには、「機械・農作業の共同化」、「協定農用地の拡
大」等、農業経営の効率化に関する活動が多くなっている。

③ 農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項の進捗状況

（単位：協定数）
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【市町村が実施した取り組むべき事項の評価】

（注１） 農用地等保全マップとは、集落が適正に協定農用地を保全していくために水路・農道等の補修、既耕作放棄地の復旧、農作業の共同化等を実施等する範
囲を定めた図面で体制整備単価に取り組む場合の必須事項。

（注２） 農用地等保全マップについては、基礎単価でも取り組んでいる協定があるため、体制整備単価の協定数と合致しない。

[前期] [前期] [前期] [前期]

18,465 【 67.5%】 [47%]

農用地等保全マップの作成 18,548 18,071 (97%) [97%] 477 (3%) [ 3%] 0 (0.0%) [0.03%]

Ａ要件 4,794 4,255 (89%) [86%] 530 (11%) [14%] 9 (0.2%) [0.3%]

Ｂ要件 611 543 (89%) [84%] 64 (10%) [15%] 4 (0.7%) [0.7%]

Ｃ要件 16,376 16,210 (99%) [  -  ] 165 (1%) [  -  ] 1 (0.0%) [  -  ]

項目
取組協定数

【全協定数に占める割合】

③農業生産活動等
の体制整備として
取り組むべき事項
の進捗状況

内訳

◎：優良(高い達成が見込まれる) 及び
○：適当(達成が見込まれる)

△：要指導・助言
(改善が見込まれる)

×：返還等
(改善が見込まれない)

体制整備単価の協定数



(ｱ) 耕作放棄の発生防止効果に関する単価毎の比較について

耕作放棄の発生防止について本制度が「非常に効果がある」と答
えた協定数の割合は、体制整備単価の方が多い傾向。

(ｲ) 第３期対策で新たに措置した活動項目について

市町村アンケートによると、第３期対策で新たに措置した項
目のうち地域で効果的と思われる項目は「Ｃ要件」とする意
見が多いほか、対象となる農地について、飛び地であっても
合計１㏊以上で対象要件を満たすこととした「団地要件の緩
和」への評価が高い。

【参考】
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(注1) 基礎単価とは、「農業生産活動等を継続するための活動」のみを実施した場合の単価で、体制整備単価の８割
の額。

(注2) 体制整備単価とは、「農業生産活動等を継続するための活動」に加え「体制整備のための前向きな取組」を実
施した場合の単価。

【活動項目の詳細】

（注） 上表は集落協定の自己評価に基づく数値であり、「市町村が実施した取り組むべき事項の評価」の数値とは必ずしも一致しない。

(注) Ｃ要件（集団的かつ持続可能な体制整備（集団的サポート型））とは、農業生産活動の継続が困難となった
場合に備えて、あらかじめ誰がどのように管理するのかを集落協定に位置付けておくこと。

第３期対策で導入した取組で効果の高いもの（市町村アンケート）

655

248

66

130

84

131

687

70

14

①団地要件の緩和

②返還の免責事由の追加

③受給額上限の取扱い緩和

④A要件・協定農用地の拡大

⑤A要件・農業生産条件の強化

⑥A要件・多面的機能の確保

⑦C要件

⑧小規模・高齢化集落支援加算

⑨その他

協定農用地の拡大（未協定農用地の追加による増加） 1,592 (100%) 1,410 (88.6%) 158 (9.9%) 24 (1.5%)

機械・農作業の共同化（10％又は0.5ha以上の増加） 2,632 (100%) 2,455 (93.3%) 162 (6.2%) 15 (0.6%)

高付加価値型農業の実践（５％又は1ha以上の増加） 769 (100%) 712 (92.6%) 56 (7.3%) 1 (0.1%)

地場産農産物等の加工・販売（加工品の販売取組の実施） 523 (100%) 466 (89.1%) 50 (9.6%) 7 (1.3%)

農業生産条件の強化（５％又は0.5ha以上の増加） 1,093 (100%) 1,024 (93.7%) 65 (5.9%) 4 (0.4%)

新規就農者の確保（新規就農者の１名以上の参加） 765 (100%) 644 (84.2%) 112 (14.6%) 9 (1.2%)

認定農業者の育成（新たな認定農業者が１名以上） 1,421 (100%) 1,191 (83.8%) 211 (14.8%) 19 (1.3%)

多様な担い手の確保（５％又は0.5ha以上の実施） 229 (100%) 201 (87.8%) 26 (11.4%) 2 (0.9%)

担い手への農地集積（利用権設定等が５％以上の増加） 475 (100%) 424 (89.3%) 48 (10.1%) 3 (0.6%)

担い手への農作業の委託（10％又は0.5ha以上の増加） 1,076 (100%) 968 (90.0%) 103 (9.6%) 5 (0.5%)

集落を基礎とした営農組織の育成（30％又は３ha以上の増加） 258 (100%) 230 (89.1%) 25 (9.7%) 3 (1.2%)

担い手の集積化（20％又は２ha以上の増加） 358 (100%) 324 (90.5%) 33 (9.2%) 1 (0.3%)

Ｃ要件 集団的かつ持続可能な体制整備 16,376 (100%) 16,035 (97.9%) 335 (2.0%) 6 (0.0%)

Ａ要件
（２つ以上）

Ｂ要件
（１つ以上）

項目 取組協定数

内訳

◎：優良(高い達成が見込まれる) 及び

○：適当(達成が見込まれる)

△：要指導・助言
(改善が見込まれる)

×：返還等
(改善が見込まれない)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

体制整備単価

基礎単価

耕作放棄の発生防止にかかる本制度の効果（集落アンケート）

【基礎単価と体制整備単価との比較】

①非常に効果あり ②一定の効果あり ③あまり効果なし ④全く効果なし



④ 加算措置の進捗状況

【市町村が実施した取り組むべき事項の評価】 （単位：協定数）

（注） 小規模・高齢化集落支援加算の内訳は、取組協定における「耕作放棄の防止等の活動」に係る評価区分により記載。

○ 各加算措置とも、取り組んだ地域のほとんどで、今後も順調な達成が見込まれる状況である。

○ 第３期対策から導入した「小規模・高齢化集落支援」は、他の加算措置に比べて実施数が多い。これは、高齢化による担い手不足
が進む中で、他集落の農業者に協力を依頼する例が増えていることによるものと考えられる。

【加算項目の内容】

加算項目 具体的に取り組む行為

規模拡大加算 新たに利用権設定等を設定した農用地を５年間以上継続して耕作（新たに利用権等を設定した農用地について加算）

土地利用調整加算 担い手に対し、新たに協定面積の一定割合（30％）以上において利用権等を設定（協定農用地のすべてに加算）

小規模・高齢化集落支援加算 小規模・高齢化集落の農用地を協定に取り込み（取り込んだ小規模・高齢化集落の農用地面積に応じて加算）

法人設立加算
新たに特定農業法人を設立または協定農用地面積の一定割合（30％又は３ha）以上を対象とした農業生産法人を設立
（協定農用地のすべてに加算）
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[前期] [前期] [前期] [前期]

234 232 (99%) [95%] 1 (0%) [ 4%] 1 (0%) [0.2%]

[1.6%]

48 42 (88%) [93%] 4 (8%) [ 7%] 2 (4%) [0.5%]

[0.6%]

376 373 (99%) 【  -  】 3 (1%) 【  -  】 0 (0%) 【  -  】

[  -  ]

88 81 (92%) [85%] 5 (6%) [15%] 2 (2%) [0.7%]

[1.0%]

延べ計 746 728 (98%) [92%] 13 (2%) [ 8%] 5 (1%) [0.4%]

【1.4%】

法人設立
【0.3%】

④
加
算
措
置
の
進
捗
状
況

規模拡大
【0.9%】

土地利用調整
【0.2%】

小規模・高齢化集落支援

項目
取組協定数

【全協定数に占める割合】

内訳

◎：優良(高い達成が見込まれる) 及び

○：適当(達成が見込まれる)

△：要指導・助言
(改善が見込まれる)

×：返還等
(改善が見込まれない)



小規模・高

齢化集落が

あり、加算

措置を適用

する協定が

ある

10.3%小規模・高

齢化集落が

あるが、加

算措置を適

用する協定

はない

40.7%

小規模・高

齢化集落が

ない

49.0%

【参考】

(ｱ) 小規模・高齢化集落支援加算への取組について

市町村アンケートによると、市町村内に小規模・高齢化集落が
あるのは５１％で、そのうち、小規模・高齢化集落支援加算を適用
する協定がある市町村は１０％となっている。

小規模・高齢化集落があるにもかかわらず、加算措置に取り組
めない理由としては、「支援する余力がない」という回答が８割近
くを占めた。

(ｲ) 小規模・高齢化集落支援加算の実施状況
本加算に取り組んでいるのは、全国で３７６協定、３，２４４㏊で

特に中国地方の３県、新潟県での取組が活発である。
中でも、広島県、山口県では、本加算でカバーしている面積が

６００㏊を超えている。
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小規模・高齢化集落の
有無について

（市町村アンケート）

加算措置を適用する
協定がない理由について
（市町村アンケート）

合計５１％

支援する余力が

ない

76.7%

余力はあるが、

加算額が低い

3.8%

近隣集落と距離

が離れている

14.8%

その他

4.8%

（取組のきっかけ）
支援元集落からの働きかけ、地元市町村からのすすめ

（取組による効果）
・ 隣接集落を含めて、共同で草刈りなど農地の維持管理作業に取り組むことができ、

耕作放棄の防止に役立った。
・ 以前から交流があった集落同士で取り組んだので、共同活動もスムーズに行われ、

各人の取組意欲も拡大してきた。
（その他）

・ 本制度を実施している集落でも、法人や担い手がいる集落以外は、他集落まで取り
込んで活動するほどの余力がない。

小規模・集落支援加算に取り組んでいる集落の現状（聞き取り）

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国四国 九州 沖縄 合計
協定数 0 5 4 89 4 10 237 27 0 376

面積（㏊） 0 45 26 737 33 104 2,086 212 0 3,244

新潟県
協定数 51

面積（㏊） 532

島根県 広島県 山口県
協定数 52 79 48

面積（㏊） 361 672 660



協定名・所在地

協定の概要

面 積：19.8ha（米他） 交付金額：389万円
配分割合：個人 42% , 共同取組活動 58%
参 加 者：農業者35人、非農業者４人

制度取組の経緯

取組の内容

【砂子坂地区の農地の様子】 【 共同作業（水路周辺の草刈り）】

・砂子坂集落は富山県との県境に近く、市の北東部に位置している。集
落戸数５戸（うち農家戸数３戸）、高齢化率62.5％であり、水稲主体の
農業が行われている。

・集落の高齢化が進み、農地保全活動の継続等に不安があることから、
本制度への取り組みは断念せざるを得ない状況であった。

・ 砂子坂集落において、以前は労働力不足等により十分行うことができ

なかった農道の草刈りや水路の清掃等について、小規模・高齢化集落支
援加算を活用し、二俣Ｄ地区からの作業協力を受けることで、農業生産
活動が継続されている。

・集落間の交流を通じて、情報交換や地域の活性化が図られている。

二俣Ｄ地区（石川県金沢市） 協定名・所在地

協定の概要

面 積：20.0ha（水稲） 交付金額：511万円
配分割合：個人 50% , 共同取組活動 50%
参 加 者：農業者33人

制度取組の経緯

取組の内容

【３集落合同の話合い活動】 【集落ぐるみの鳥獣被害対策】

・小規模・高齢化集落支援に取り組み、休耕地や農道の草刈りの支援を実
施している。また、集落ぐるみの鳥獣被害対策に取り組んでおり、ビデ
オ研修による基礎知識の取得や集落環境点検を実施し、周辺林地のヤブ
払いなど集落環境改善の共同活動を展開している。集団的かつ持続可能
な体制整備（Ｃ要件）にも取り組んでおり、３集落が一体となった集落
営農への気運も高まっている。

・今後は、農用地の維持・管理のためにさらなる集落ぐるみの鳥獣被害対
策を実施しながら、５～10年後の担い手を早急に確保するための体制づ
くりを進めることとしている。

北山上（鹿児島県姶良市）
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【参考（小規模・高齢化集落支援加算の取組事例）】

ふたまた ちく きたやまかみ あいらし

すなござか ・当地域には木場、堂山、山花の３つの集落があり、それぞれの集落で
本制度に取り組んできたが、高齢化が進む中、役員のなり手である担い
手不足等により、３期対策初年度は堂山集落だけが協定を締結していた。

こば どうやま やまはな

取組のきっかけ

・木場、山花集落では、その後も地域での話合い活動を継続し、当該地
域において営農活動に取り組んでいくためには本制度の活用が不可欠で
あるとの結論に至り、３集落を統合した集落協定を立ち上げ、本加算を
活用した。・平成２０年度に、砂子坂集落と同じ地区に位置する二俣Ｄ地区と連携

して実施した地域資源保全活動を機に、集落間の交流が活発となり、
３期対策において本加算を活用した。

取組のきっかけ



(注1) 総合評価とは、協定毎に「優」（取組毎の評価において◎又は○が５以
上かつ×がない場合）、「良」（◎又は○が３以上）、「可」（ ◎又は○
が1以上）、「不可」（×が必須事項にある場合）で評価。

(注2)  総合評価結果において、「優」と「良」の合計が、集落協定の約９８％
に比較し４５％となっているが、これには、評価基準が異なることも影響し
ているものと考えられる。（集落協定の「優」は、評価対象の９活動項目の
うち６項目以上が「◎又は○」である必要があるのに対し、個別協定の
「優」は、評価対象の６活動項目のうち５項目以上が「◎又は○」である必
要がある。）

○ 全個別協定４９７のうち、「優」及び「良」と評価されたのは２２４協定（４５％）で約半数に留まっており、２７３協定（５５％）が
「可」と評価されているが、活動項目別の評価結果をみると、「◎：優良」と「○：適当」を合わせてほぼ１００％となっており、全
体的に順調に取り組まれていると考えられる。

○ ただ、前回（第２期対策）の中間年評価結果と比べると「優」、「良」と評価された協定の割合が減っているが、これは、選択事
項に取り組む協定が少なく、評点が低かったことによると考えられる。

○ 選択事項では、「耕作放棄の防止等の活動」（４７％）、「水路・農道等の管理活動」（４３％)、「多面的機能を増進する活動」
（３６％）の順に取組数が多い。

○ 市町村が実施した協定毎の総合評価結果

（４） 個別協定の評価結果

【市町村が実施した取り組むべき活動事項毎の評価の内訳】

(注1) 活動項目毎の評価は、上記の取組毎に「◎：優良」（高い達成が見込める）、「○：適当」（達成が見込める）、
「△：要指導・助言」（改善が見込まれる）、「×：返還等」（改善が見込まれない）の４区分で評価。

(注2) （ ）内は、横計に占める割合のこと、また、【 】内は、個別協定総数に占める割合。

（単位：協定数）
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（参考）第２期対策（H19）

優

95
21%

良
163
36%

可
195
43%

不可
2

0.4%

優

52

10.5%

良

172

34.6%

可

273

54.9%

不可

0

0%

総合評価の割合（協定数）

[前期] [前期] [前期] [前期] [前期]

( 11%) [14%] ( 89%) [86%] (  1%) [0%] (  0%) [0%] (100%)

54 440 3 0 497

【100%】 [100%]

( 15%) [12%] ( 85%) [87%] (  0%) [1%] (  0%) [0%] (100%)

35 200 0 0 235

【 47%】 [59%]

( 16%) [14%] ( 84%) [86%] (  0%) [0%] (  0%) [0%] (100%)

34 181 0 0 215

【 43%】 [53%]

(  6%) [ 9%] ( 94%) [88%] (  1%) [3%] (  0%) [0%] (100%)

10 170 1 0 181

【 36%】 [47%]

(  9%) [25%] ( 89%) [72%] (  1%) [3%] (  0%) [0%] (100%)

7 68 1 0 76

【 15%】 [22%]

(100%) [100%] (  0%) [0%] (  0%) [0%] (100%)

40 0 0 40

【  8%】 [12%]

(100%) [0%] (  0%) [0%] (  0%) [0%] (100%)

3 0 0 3

【  1%】 [0%]

( 11%) ( 88%) (  0%) (  0%) (100%)

140 1,102 5 0 1,247

多面的機能を増進する活動

一定割合以上の新たな利用
権の設定等

Ｅ

規模拡大

法人設立

Ｆ

◎：優良
(高い達成が見込まれる)

活動項目毎の評価結果

○：適当
(達成が見込まれる)

△：要指導・助言
(改善が見込まれる)

×：返還等

(改善が見込まれない)
計

取組取り組むべき事項

延べ計

必須
事項

①利用権の設定等または農作
業の受委託

Ａ
利用権の設定等または農作
業の受委託

Ｂ 耕作放棄の防止等の活動

②農業生産活動等として取り
組むべき事項等の実施状況

選択
事項

④加算措置の進進捗状況

③利用権の設定等として取り
組むべき事項の進捗状況

Ｃ 水路・農道等の管理活動

Ｄ



9,201 

14,980 

10,091 

7,689 

3,649 

3,353 

1,840 

6,720 

12,080 

2,060 

360 

04,0008,00012,00016,000

①リーダーの選出

②５年間の継続

③交付要件の遵守

④集落の将来像

⑤話し合いのとりまとめ

⑥対象農用地と非対象農用地の混在

⑦集落内に交付金をもらえる人ともらえない人がいること

⑧共同取組活動費と個人への配分

⑨共同取組活動の内容

⑩特にない

⑪その他

協定締結に向けての課題（集落アンケート）
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制度の継続について（市町村アンケート） 制度の継続について（集落アンケート）

○ 集落アンケートによると、協定締結による共同作業の変化について、協定締結を転機に共同作業が活発に行われるようになったととも
に、作業の実施回数も増加傾向にある。

○ 協定締結に当たり、５年間の活動継続やどのような共同取組活動の内容を行うかが課題とする意見が多い一方、本制度の継続につい
て、「強く継続を望む」、「できれば継続を望む」という意見が多い。

（５） アンケート結果による特徴的な傾向

①協定締結前から活

発に行われている

17.9%

②協定締結前から

行っていたが、協定

締結を契機に活発に

行われるようになった

53.5%

③協定締結前はあま

り行われていなかっ

たが、協定締結を契

機に活発に行われる

ようになった

25.6%

④協定締結前からあ

まり行われていない

3.1%

共同作業の変化（集落アンケート）

①１０回以上増えた

0.9%
②７～９回増えた

1.2%

③４～６回増えた

15.5%

④１～３回増えた

65.3%

⑤変わらない

17.0%

⑥減った

0.1%

共同作業の回数の変化（集落アンケート）

強く継続を望

む

62.5%

できれば継続

を望む

29.0%

どちらでもよい

4.0%

わからない

4.4%

強く継続を望む

59.3%
できれば継続

を望む

30.7%

どちらでもよい

3.6%

わからない

6.4%



○ 「耕作放棄の発生防止の効果」については、積極的に「効果がある」と評価した都道府県は７３％、「一定の効果がある」と評価した都
道府県は７％、「市町村、集落アンケートでは効果がある」とした都道府県は２０％となっている。

○ 都道府県からは、協定に基づき組織的、計画的に農業生産体制の整備に取り組むことは、耕作放棄地の発生防止に向けて効果が高いと
いう意見がある一方、高齢化により今後の活動継続が困難であるとの意見がある。

（１） 耕作放棄の抑制

２ 都道府県における評価結果

○ 都道府県評価の主な意見等

【農地保全意識の向上】

・協定に基づき組織的、計画的に活動して農業生産体制の整備に取り組むことは、耕作
放棄地の発生防止に向けて効果が高い。

・制度の仕組みとして５年間の農業生産活動の継続が求められていることが、集落とし
て農用地を守っていかなければという意識につながっている。

・本制度による協定集落を軸とした集落営農組織が設立した市町村もあり、高齢化や後
継者不足が課題となっている中山間地域のあり方のモデルになっている。

【農業生産活動等の継続に対する懸念】

・高齢化により今後の活動継続が困難であるとの意見が多数。

・第２期対策で集落協定を締結していたものの、高齢化等を理由に第３期対策に取り組
んでいない集落もみられる。

・「本制度が終了した際、まとまった面積の耕作放棄地が発生するおそれがある」と懸
念する声も上がっている。 等

都道府県による本対策の耕作放棄発生防止への評価

（参考）第２期対策（H19）
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効果がある

73.3%

一定の効果が

ある

6.7%

アンケートでは

効果がある

20.0%

効果がある

59.0%

一定の効果が

ある

18.0%

アンケートでは

効果がある

20.0%

その他

3.0%



(ｲ) 耕作放棄の防止面積

集落アンケートによると、交付対象の農用地において、本制度
に取り組んでいなければ発生したと推計される耕作放棄地面積の
割合は、「１割」程度が最も多く３０％、次いで「２割程度」が２
５％、「３割程度」が１８％などとなっている。

(ｱ) 耕作放棄の防止効果についてのアンケート結果

市町村アンケートによると、協定締結が耕作放棄の増加を防止
する効果があると評価している回答が９９％である。

また、集落アンケートでは、同一の質問に対して９６％が「効
果あり」と回答しており、双方とも高い評価となっている。

【参考】
耕作放棄の発生防止効果について

（集落アンケート）（市町村アンケート）

制度に取り組んでいなければ発生したと推計される
耕作放棄地面積（集落アンケート）
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非常に効果あり

51.7%一定の効果あり

47.3%

あまり効果なし

1.0%

全く効果なし

0.0%

①非常に効果あり

43.8%

②一定の効果あり

52.2%

③あまり効果なし

3.6%

④全く効果なし

0.3%

①全て

0.7% ②５割以上

7.6%
③４割程度

4.4%

④３割程度

18.2%

⑤２割程度

25.2%

⑥１割程度

30.2%

⑦耕作放棄

されない

13.6%



○ 地域等の活性化効果については、非農家との交流、他集落との連携、共同取組活動の活発化等、地域等の活性化について、積極的に
「効果がある」とした都道府県は３９％、また、「一定の効果がある」としたのは３０％、「市町村、集落アンケートでは効果がある」とし
たのは２１％となっている。

○ 都道府県からは、本制度が農業生産活動の維持のみならず、地域コミュニティーの活性化、集落としての機能そのものの維持にも大き
く貢献しているという意見がある一方、担い手の確保や役員の世代交代をどのように行っていくかが大きな課題との意見がある。

（２） 地域・集落の活性化

【話合い活動の活発化】

・第１～２期対策から引き続き締結している協定は、第３期対策で以前に比べ集落で話し
合う議題数が減ることなく、話合いの機会の定着・充実がみられる。

【集落機能の強化】

・集落内の連帯意識の向上、女性や高齢者の活動の活性化、伝統行事等の復活・活性化、
作物の栽培技術の向上等、多くの効果を生み出している。

・農業生産活動の維持のみならず、地域コミュニティーの活性化、集落としての機能その
ものの維持にも大きく貢献している。

【人材の育成】

・今後、担い手不足は避けられない状況であり、集落ぐるみによる担い手の育成が課題。

・今後、担い手の確保や役員の世代交代をどのように行っていくかが大きな課題。

【非農家等との連携】

・農山村の活性化に関心を持つ都市住民を含めた幅広い主体が参加する取組に発展させて
いくことが重要。

【その他】

・女性の協定活動に対する参加が少ないため、女性の役員起用や女性が地域活動へ参加し
やすい体制の整備が必要。

・集落の近隣に居住する担い手候補者及び集落外の人材を協定活動に巻き込んでいく必要
性がある。

・協定参加者が集落の一部しかいないなどまとまりがない場合は、共同活動による集落の
活性化に限界。

・多くの集落・市町村で地域外からの移住者の受入が必要と考えている。 等

○ 都道府県評価の主な意見等
都道府県による本対策の地域・集落の活性化への評価
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（参考）第２期対策（H19）

効果がある

38.6%

一定の効果が

ある

29.5%

アンケートでは

効果がある

20.5%

話し合い活動

が活発化した

11.4%

効果がある

25.0%

一定の効果が

ある

25.0%

アンケートでは

効果がある

28.0%

話し合い活動

が活発化した

19.0%

その他

3.0%



(ｱ) 地域等の活性化効果についてのアンケート結果

市町村アンケートによると、地域等の活性化に効果があると
評価している回答が９９％である。

また、集落アンケートでは、同一の質問に対して９４％が「効
果がある」と回答している。

【参考】 地域等の活性化効果について

(ｲ)  地域等の活性化効果と評価の関係

総合評価とアンケートの回答との関連では、地域等の活性化
について、「非常に効果がある」あるいは「一定の効果があ
る」と回答した協定ほど評価が高い傾向にある。

（集落アンケート）（市町村アンケート）

地域等の活性化効果と評価
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非常に効果あり

42.3%一定の効果あり

56.3%

あまり効果なし

1.4%

①非常に効果あり

27.8%

②一定の効果あり

66.4%

③あまり効果なし

5.5%

④全く効果なし

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8～10

7

6

5

4

3

0～2

①非常に効果あり ②一定の効果あり ③あまり効果なし ④全く効果なし
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優
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不可

良



○ 多面的機能の維持・発揮効果については、周辺林地の下草刈りなど国土保全等の取組、景観作物の作付けなど保健休養機能を高める取
組、堆きゅう肥の施肥等自然生態系の保全に資する取組を、積極的に「効果がある」とした都道府県は４７％、「一定の効果がある」とし
たものは２７％、「市町村、集落アンケートでは効果がある」としたものは２４％となってる。

○ 都道府県からは、本制度が土壌浸食や土砂崩壊といった災害の防止にも役立っているという意見のほか、中山間地域の活性化や多面的
機能の維持を図っていく上で、本事業の継続は必要不可欠との意見がある。

（３） 多面的機能の維持・発揮

【多面的機能に対する意識の向上】

・多様な担い手等と連携し、中山間地域の山林・農地の持つ多面的機能の維持に努めて
いけるよう指導・助言を強化していく。

・市町村段階でのより活発なＰＲを促すことで、今後、より県民や周辺住民の本制度に
対する理解醸成を促進する必要がある。

【農外者等との連携】

・都市住民を巻き込んだ棚田オーナー制度や棚田学校を展開することにより棚田を再生
した。

・農家レストランや農家民宿等の都市農村交流を推進するため、女性の参画が不可欠で
あり、今後とも参加を促すような働きかけが必要。

【その他】

・土壌浸食や土砂崩壊といった災害の防止も含め、成果を発揮している。

・「保健休養機能を活かした都市住民等との交流」や「自然生態系の保全に関する学校
教育機関等との連携」等の取組を一層促していくことも重要。

・中山間地域の活性化や多面的機能の維持を図っていく上で、本事業の継続を望む。
等

○ 都道府県評価の主な意見等都道府県による本対策の多面的機能の維持・発揮への評価
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（参考）第２期対策（H19）

効果がある

46.7%

一定の効果が

ある

26.7%

アンケートで

は効果がある

24.4%

その他

2.2%

効果がある

47.0%

一定の効果が

ある

25.0%

アンケートでは

効果がある

28.0%



(ｱ) 多面的機能の維持・発揮効果についてのアンケート結果

市町村アンケートによると、多面的機能の維持・発揮に効果
があると評価している回答が９６％である。

また、集落アンケートによると、同一の質問に対して８６％が
「効果がある」と回答しており、双方とも一定の評価はしてい
るが、０．４％の協定では「全く効果がない」と回答している。

【参考】

(ｲ) 多面的機能の維持・発揮効果の具体例

集落アンケートによると、多面的機能の維持・発揮効果につい
ては、全２７，３５２協定のうち、「景観の保全に効果」（６１％）、
「災害の抑制」（４８％）、「水源のかん養」（３０％）の順で効
果があったと回答している。

多面的機能の発揮効果について

（集落アンケート）（市町村アンケート）

多面的機能の維持・発揮効果（集落アンケート）
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非常に効果あり

33.2%一定の効果あり

62.8%

あまり効果ない

4.0%

全く効果ない

0.0%

①非常に効果あり

25.1%

②一定の効果あり

61.2%

③あまり効果なし

6.3%

④全く効果なし

0.4%

⑤わからない

7.0%

6,635 

13,231 

8,207 

1,020 

1,535 

16,730 

3,669 

255 

①生態系の保全

②災害の抑制

③水源のかん養

④観光・保健休養

⑤情操教育

⑥景観の保全

⑦地域社会・文化の保全

⑧その他

（協定数）



Ⅳ 第三者機関の委員からの意見等
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第三者機関の委員からの意見等（１／２）

○ 今回の評価結果では、取組状況について「優・良」と判断された協定が９８％を占めるなど、おおむね順調に各

地域で本制度に取り組んでいるとの結果がでている。ただ、指導・助言が必要という協定もあり、今後、市町村

による指導・助言が適切になされるよう努めてほしい。

○ 最終年評価に向けて、客観的な政策効果の評価を数値で更に示すべき。

○ 対象農用地が８３万haあるなかでカバー率８割。残りの農地も本制度を活用してもらうよう、集落連携促進加算

等を活用して、現場に働きかけてほしい。

評価結果に対する総括的意見等

協 定 毎 の 総 合 評 価 結 果 に 対 す る 意 見 等

○ 今回の評価をする中で、第２期対策と比べてどうかという比較が必要。

○ 個別協定については、評価基準が少し厳しいことを考慮し、分析することが必要。

取 り 組 む べ き 事 項 別 の 評 価 結 果 に 対 す る 意 見 等

○ 第３期対策から新たに措置した「小規模・高齢化集落支援加算」の具体的な内容や現状を資料に入れ込むべき。

○ 第２期から第３期に移行するに当たって、いくつか制度を拡充強化した。これらの内容について、例えば、小規

模・高齢化集落支援加算を導入した結果、どのような効果があったか、また、離島の平地についても条件不利地域

と認められ対象となったことで、どのような効果があったかなどの評価が今後必要。
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第三者機関の委員からの意見等（２／２）

○ 本制度は、中山間地域の農業・農村を守る上で、ここ１０年あまり大きな役割を果たしてきた良い制度。一方、

中山間地域では、高齢化が進行していることは厳然たる事実。後継者対策、担い手対策、あるいは農地集積等

に関して、一層の対策が必要。その中で、本制度をどのように位置付けるのかなど、今後、農政全体の変化の

中で、どのような方向で継続していくか検討が必要。

○ 農村も都市も危機を迎えている。今後、中山間農業の主力であった昭和１桁世代が引退する。本制度が真価を

発揮するのは、まさにこれからである。また、今後、不在地主が確実に増える。担い手の交代・引退がある中

で、どういった制度を提案するかを具体的に考えることが必要。

○ 今後、新たに検討される日本型直接支払は、農地を農地として利用することで対象になるといわれている。新

しい制度によって、中山間地域等直接支払制度が埋没しないためには、本制度があくまで条件不利地域対策だと

いうことを忘れないことが必要。

○ 総合的にみて、本制度は優れた政策だと思う。全国の多くの地区で実施していること、５年間継続して取り組

めること、地域住民が主体的に関わっていることなど、他の政策にはない特色を有しており、国民に対してもっ

とアピールすることが必要。

○ 本制度での対象農地の要件は、地目と傾斜度が適用されているが、ＥＵの条件不利地域対策は、平均積算気温

や土壌の質（石が多い、水はけが悪い）などが条件不利の要件になっている。知事特認制度等を活用して、柔軟

に対応していくことが必要。

○ 今後、多くの農業者の引退が予想される。本制度を活用し、引退で空いた土地を使い、新規就農者が活動でき

るような攻めのシミュレーションを始めなくてはいけない。

今後の制度のあり方等



Ⅴ 中間年評価のまとめ
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中間年評価のまとめ

協定毎の総合評価結果
全集落協定２７，３５２のうち、「優」、「良」と評価されたのは９８％となり、取組はおおむね順調。

集落協定に規定された活動項目毎の評価
各活動とも、おおむね９割以上が、「◎：優良」、「○：適当」と評価。集落アンケートによると、集落協定の締結により、「高齢

者の活動が活発になった」、「寄り合いの回数が増えた」との意見が多く、本制度は地域社会の維持・発展にも貢献。

集落マスタープランに定められた事項については、ほぼ全ての地区で、平成２６年度に向け順調な達成が見込まれる状況。集落の将

来像を実現するための方策としては、「共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整備」が最も多い。

農業生産活動等として取り組むべき事項等については、ほぼ全ての地区で、平成２６年度に向け順調な達成が見込まれる状況。市町

村・集落へのアンケートにおいても、本制度が耕作放棄の発生防止に効果があったとする意見が多数。

農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項については、ほぼ全ての地区で、平成２６年度に向け順調な達成が見込まれる状

況。実施数では、必須要件である「農用地等保全マップの作成」に次いで、Ｃ要件の実施が多い状況。市町村アンケートにおいても、

第３期対策で新たに措置した項目の中でＣ要件の評価が高く、また、「団地要件の緩和」に効果があったとの声も多数。

集落アンケートによると、高齢化により活動継続が困難であるなどの課題がある一方、制度継続を望む声も多数。

個別協定の評価結果
全個別協定４９７のうち、「優」、「良」と評価された協定は約半数に留まっているが、個々の活動については、 「◎：優良」、

「○：適当」と評価されたものがほぼ全数を占めており、活動は順調に実施されている状況。

都道府県による評価結果
本制度による「耕作放棄の発生防止」、「地域・集落の活性化」及び「多面的機能の維持・発揮」への効果について、都道府県は、

各項目とも、おおむね７割以上が「効果がある」及び「一定の効果がある」と評価。

評価結果の総括
制度全体について、おおむね高い評価が得られたところであり、今後、国としては、本評価結果を踏まえ、平成２６年度に向け、引き

続き、市町村、都道府県と連携して、取組を進めていくこととしたい。


